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平成 29 年６月８日 

 

全国高等学校長協会からの意見 

 

 

１ 「高等学校教育改革」 

(1)教育課程の見直しについて 

 学力の三要素を重視する方向性については賛同する。「主体的・対話的で深い

学び」の実践について、方向性は理解するものの、各教科等の学習内容を削減せ

ず実施することは困難であり、政策面での支援が必要である。また、地理歴史科

において新たな必履修科目が設定された等の影響により、週３０時間を超える

教育課程を編成せざるを得ない状況が生まれつつある。そうなれば学校行事や

生徒会活動、部活動等授業時間外に生徒が自主的・主体的に行う活動に制約が生

じ、生徒の多様な活動を評価するという大学入試改革の趣旨とは異なることと

なる。また、土曜授業を実施することになれば教員の勤務時間との兼ね合いが課

題になる。是非、教員の負担軽減に関わる法的整備の実現を並行する形でお願い

したい。 

 

(2)「高校生のための学びの基礎診断(仮称)」について 

 「国が示した要件を満たす民間の試験を認定して、多種類の試験の中から高校

側の選択により使用する」との方向性は、学力等が多様な高校生への配慮、大学

入試に直結しない体制という面で評価できる。高校内部評価への利用としては、

試験の範囲が教育課程の一部のみを選択できるようになるのか否かにより変化

すると思われるが、利用の可能性としては残しておいて良いのではないかと考

える。受検料に関しては、多様な経済環境の生徒が在籍している実態から、国費

による支出を望むところであるが、やむなく生徒が負担する場合は可能な限り

定額での設定を希望する。 

モデル問題の提示や診断を活用したＰＤＣＡサイクルの構築例などが示され

ていない中で、各高校とも具体的なイメージを持ちにくい状況にあり、早い段階

での具体的な情報提供を希望する。 
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２ 「大学入試改革」 

(1)「大学入学共通テスト(仮称)」の導入について 

目的、実施主体、実施開始年度、実施開始年度についての異存はない。国語、

数学においてマークシート方式に加え、記述式問題を導入することについても

賛同する。但し、記述式問題については採点の公平性の担保と、受験生が正確に

自己採点できるよう生徒及び採点基準の示し方等についての配慮をお願いした

い。 

英語の４技能評価について、方向性については賛同する。しかし、民間の資格・

検定の活用については大きな懸念がある。大学入試における英語の試験は、大学

教育を受けるに足りる英語の能力が、高等学校において身に付いているかどう

かを測るものである。しかし、民間の資格・検定は、本来別の目的のために作ら

れたものであり、また、資格・検定間の差異も大きい。認定にあたっては高等学

校学習指導要領との整合性を第一にするなど認定基準を明確にし、受験生や高

等学校関係者が納得できるようなものにしていただきたい。また、実施体制、検

定料等についても資格・検定によって大きく異なっており多様な経済環境の生

徒が在籍している実態や首都圏等に比べ受検に際しての負担が大きい地方の高

校関係者からは心配する声が多く寄せられており、経済格差や地域間格差が生

じないよう配慮をお願いしたい。実施方法のＡ案、Ｂ案については、民間の資格・

検定だけで高校生の英語の能力を測ることについては前述のように大きな懸念

があることから、Ｂ案でお願いしたい。なおＢ案では平成３５年度まで大学入学

共通テストにおける英語の試験を実施するとしているが、高校生の英語の能力

を測る上で共通テストの役割は極めて大きいものがあるので、３６年度以降も

継続して実施することを強く要望する。 

 

(2)個別大学選抜について 

 「総合型選抜(仮称)」、「学校推薦型選抜(仮称)」、「一般選抜(仮称)」において、

多面的評価の必須化、出願、合格発表時期の明確化の方向性には賛同する。各大

学がこの趣旨に沿って選抜を実施するよう遵守規定の制定等を含めた、指導の

徹底をお願いしたい。 

 

以上 
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平成 29 年 6 月 14 日 

 

高大接続改革の進捗状況に関する意見 

 

一般社団法人 公立大学協会 

 

 文部科学省から 5 月 16 日に公表された高大接続改革の進捗状況については、

困難な課題に対しての関係者の調整の結果として重く受け止めたい。 

 今回大学入学者選抜改革については、「大学入学共通テスト（仮称）の実施方

針（案）」とともに、個別大学の入学者選抜の改革についても「平成 33 年度大学

入学者選抜実施要項の見直しに係る予告（案）」が取りまとめられた。これらに

ついて、以下に意見を述べる。 

  

１．「大学入学共通テスト（仮称）」実施方針（案）について 

○ 大学入学共通テスト（仮称）における記述式問題の作問、出題、採点につい

ては、大学入試センターで行う実施方針が示された。このことは、大学の負

担への配慮として評価する。 

○ しかし、共通テストの成績提供時期が、従来の大学入試センター試験と比べ

て 1週間程度遅れることが示された。共通テストを課す AO入試及び推薦入試

を実施する場合、現状の日程では実施が困難であることが懸念される。 

○ 本協会では実施要項の変更も念頭に置きながら確実な大学入学者選抜の実

施に向けて今後の対応を検討する必要があることから、成績の提供方法及び

共通テストの成績活用の方法の案を早急に示していただきたい。 

 

○ 共通テストの英語試験の取扱については、Ａ案（平成 32年度以降は共通テ

ストを実施せず、認定試験を活用する）及びＢ案（平成 35年度までは共通テ

ストを実施し各大学の判断で共通テストと認定試験のいずれか、または双方

を選択利用できる）が示されている。 

○ 現時点において具体的な成績提供の方法等が示されておらず、一挙にＡ案

を採用することに対して不安の声が多く聞かれている。高等学校及び大学に

おいて混乱が生じないよう配慮いただきたい。 

 

２．平成 33年度大学入学者選抜実施要項の見直しに係る予告（案）について 

○ このたび、大学入学者選抜にかかる新たなルールの設定に伴い、従前の AO

入試、推薦入試、一般入試の区分の見直しが行われた。ルール設定の趣旨に

述べられている、学力の３要素を多面的・総合的に評価することの重要性は、
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すでに関係者に十分な理解を得ているが、評価の指標及び手法については、

未だ具体的なものが示されておらず、各大学は新たな評価への対応に苦慮し

ているところである。 

○ 評価の指標及び手法等については、大学入学者選抜改革推進委託事業等に

より今後検討が進むものと思われるが、その検討結果について積極的な情報

公開に努めていただきたい。 

 

○ このたびの予告（案）には、調査書や提出書類等の改善についても示されて

いるが、とりわけ調査書の電子化は大学にとっても期待が高いものであるこ

とから、早急に検討を進めていただきたい。 

 

大学入学者選抜改革は社会的な関心度が高い事柄であり、その影響は大きい。

各大学においては新たな入試システムの構築を早急に検討することが求められ

る。現在未確定の部分についても、速やかに結論を出していただくことを要望す

る。 

以上 
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平成２９年６月２７日 

 

文部科学省 

高等教育局長 

常盤 豊 殿 

 

全国予備学校協議会 

会長 守谷 たつみ 

 

 

「高大接続改革の進捗状況について」に対する要望書 

 

 

「高大接続システム改革会議」で提言されました、国際化、情報化の急速な進展によ

る社会構造の大きな変革の時代に社会で自立的に活動していくために必要な「学力の 3

要素」をバランスよく育むために進める今回の高大接続改革の理念は、全国予備学校協

議会の目指す「未来社会を見通して適切な進路指導を行う」という理念に通じるもので

あります。全国予備学校協議会としても、高大接続改革の着実な進展を大いに期待する

ところであります。 

 しかしながら、去る５月 16日に文部科学省から公表された「高大接続改革の進捗状況

について」に含まれる「大学入学共通テスト（仮称）実施方針（案）」及び「平成 33年

度大学入学者選抜実施要項の見直しに係る予告（案）」について、主に既卒者（平成 32

年度入学者選抜以前の受験者）の扱いについて、十分な検討がなされておりませんので、

全国予備学校協議会として要望を述べます。 

 

○既卒者が再チャレンジできる公平な入試制度の在り方 

今回の入試改革は「大学入学共通テスト（仮称）」の「国語」及び「数学」で記述式試

験が導入され、英語においては英語４技能試験が導入されるなど、受験生にとって大きな

変化を伴う入試制度の変更となります。 

 しかしながら、今回の文部科学省の発表においては平成 33 年度入学者選抜での「既卒

者」の対応についての具体的な記述がありません。このまま既卒者への経過措置を含む対

応が十分行われなかった場合、その前年にあたる平成 32 年度入学試験において、受験生

は次年度入試制度への対応の不安から極端な安全志向となり、本来進学したかった志望校

にチャレンジしない受験生が多く発生しかねません。 

このことは受験生が本来持っている能力を十分に発揮できないばかりでなく、内向き志

向や不本意入学なども招き、受験生本人にとっても日本にとっても大きな損失となります。 

 従いまして下記の通り、既卒者への対応をお願いします。 
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（1） 既卒者が不利にならない経過措置の実施 

平成 33 年度入学者選抜における「大学入学共通テスト（仮称）」および大学

が実施する個別試験において、制度上、既卒者が現役生に比べて不利になるこ

とがないよう、既卒者への経過措置の検討をお願いします。 

 

（2） 既卒者に対する経過措置を早急に公表 

平成 32 年度以前の受験生や保護者が不安を抱かぬよう、平成 33年度入学者

選抜実施方針公表と同時に既卒者への経過措置実施の旨を表明いただき、その

後、できるだけ速やかに経過措置の詳細を公表していただきたくお願いします。 

 

（3） 英語４技能試験における既卒者への経過措置の実施 

英語４技能試験における文部科学省の発表には「既卒者の対応については、

今後、検討する」とありますが、高校時代に英語４技能試験への十分な準備が

なされていない既卒者にとって、新たに大学入学共通テスト（仮称）実施前の

４月～12月に民間の資格・検定試験を受検することは現役生と比較して著しく

不利になると考えます。また、既卒者にとっては受検料として新たな経済的負

担が発生します。 

     既卒者への、民間の資格・検定試験の受検免除などの経過措置をお願いします。 

 

（4） 大学入学共通テスト（仮称）「英語」試験の存続 

      共通テストの英語試験の取り扱いについては大学入試センターが認定する民

間の資格・検定試験（「以下、「認定試験」）をもって共通テストの代替とするＡ

案と共通テストの英語試験と認定試験の双方を利用するＢ案が提示されていま

す。 

仮に、Ａ案の通り共通テスト英語試験が認定試験のみとなった場合、これまで

の大学入試センター試験の英語試験のみを受験してきた既卒者は、現役生に比

べて著しく不利になることが予想されることから、共通テストの英語試験の存

続をお願いします。 

 

 

以 上 
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